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事業者の声

現在、事業拡⼤のためＭ＆Ａ
を積極的に⾏っているが、特
例措置がなければキャッシュ
アウトが⽣じ、経営も慎重に
ならざるを得ないため、今の
ようにＭ＆Ａは⾏わなかった。

事業者の声

納税のために会社資⾦が流出
すれば、会社の⼤きな負担と
なったが、事業承継税制を活
⽤できて本当に助かった。
地域のインフラを⽀えるため、
地元密着で事業を続けていく。

事業者の声

事業承継税制のおかげで、株価
を気にせず本業に集中できるよ
うになった。
会社を成⻑させるうえで、株価
を固定できるという点も⼤きな
メリット。

 事業承継税制を活⽤したことで何とか事業承継できたという声や承継時のキャッシュアウト
を抑え、それを原資に成⻑に向けた投資や賃上げを⾏うことができたという声が寄せられる
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後継者
（30代前半）

 店舗販売のほか、冷凍⾷
品の製造・販売にも挑戦。
株価上昇による税負担を
気にせず、さらなる業績
向上を⽬指している。

 増収増益により、毎年賃
上げを実施。社員のモチ
ベーションも向上。

事例１（飲⾷業）
新規事業への挑戦と賃上げを実施

※年齢はいずれも社⻑就任時

事例２（電気・ガス・⽔道業）
事業承継で地域のインフラを守る

後継者
（40代前半）

 事業の特性上、顧客獲得
には先⾏投資が必要で、
事業継続・拡⼤には⼿元
資⾦の確保が不可⽋。

 キャッシュアウトがなく
なったことで、営業を強
化した結果、売上は就任
前の３倍に増加。

事例３（サービス業）
積極的なM&Aで事業を多⾓化

後継者
（40代前半）

 現業だけでは将来を⾒通
せないことから、関連業
種をM&Aで複数取得し、
事業の多⾓化を推進。

 顧客に対し、ワンストッ
プで総合的なサービスを
提案できる体制を整備。

○ 事業承継税制を活⽤した中⼩企業の声
１．事業承継税制の活⽤事例



【先代代表者から⾒た現代表者との関係】

○ 先代代表者から⾒た現代表者との関係は、⼦供や配偶者等の”親族”が79.1%
○ 現代表者と後継者(候補)の関係についても、77.4%が”親族”と回答している

(n=2,357)

※2017年度調査においては
”両⽅”の選択肢を設けていない

“親族内”計
79.1%

【後継者(候補)との関係】

“親族内”計
77.4%
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⼦供
63.7%

配偶者
1.7%

⼦供の配偶者
4.8%

兄弟・姉妹
2.5%

役員・従業員から登⽤
15.2%

その他親族
6.4%

社外から登⽤
2.3%

M&A等による譲渡
1.1% その他

2.3%

親族内
72.6%

両⽅
4.8%

親族外・その他
22.6%

⼦供67.1%
配偶者の⼦
6.4%

兄弟・姉妹
3.8%

その他親族
6.6%

役員・従業員
から登⽤
10.3%

社外から登⽤
2.0%

その他
3.8%

【(参考)2017年度調査】

(n=2,700)
※創業者除く (n=2,229)

親族外・その他
16.4%

親族内
83.6%

【(参考)2017年度調査】

“親族内”
計83.9%

(n=1,786)

○ 現代表者と先代、後継者との関係
２．中⼩企業における事業承継の実態（⽇商「事業承継に関する実態アンケート」）



後継者(候補)あり

その他

49.3%

52.6%

51.2%

42.6%

24.4%

21.8%

23.9%

31.7%

19.0%

16.2%

15.9%

13.0%

4.6%

4.8%

4.1%

5.4%

1.1%

1.8%

2.3%

3.3%

1.5%

2.7%

2.7%

4.0%

2017年調査

2020年調査

2023年調査

2026年調査

○ 後継者（候補）決定状況を過去調査と⽐較すると⼤きな変化はなく、事業承継や
後継者問題は企業にとって恒久的な課題であるといえる

○ 後継者（候補）が決まっている企業の⽅が事業拡⼤への意欲は⾼いことがうかがえる

(n=1,555)

(n=2,389)

(n=2,517)

(n=2,379)

(n=1,152)

(n=399)
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後継者候補はいる

既に後継者がいる

後継者候補はいないが、
事業は継続したい

廃業予定

M&A等で会社を譲渡する予定

その他

【後継者決定状況の推移】

【”後継者決定状況別” 事業⽅針】

拡⼤
45.4%

現状維持
49.0%

縮⼩
2.3%

わからない
3.4%

拡⼤
26.3%

現状維持
51.9%

縮⼩
6.3%

廃業予定
6.3%

わからない
9.3%

○ 後継者決定状況の推移（代表者年齢60歳以上）
２．中⼩企業における事業承継の実態（⽇商「事業承継に関する実態アンケート」）



78.1%

18.2%

10.9%

91.0%

17.1%

10.3%

後継者への株式移転

後継者教育

後継者への株式移転

63.0%

37.2%

29.5%

24.2%

65.8%

57.7

11.2%

42.3%

41.1%

31.3%

30.6%

株式買取資⾦の確保

株式買取資⾦の確保

相続税・贈与税の納税資⾦の確保

○後継者（候補）がいる企業では「後継者への株式移転」と「後継者教育」が課題
○さらに、株式を移転する際の「相続税・贈与税の納税資⾦の確保」または「株式買取
資⾦の確保」が最⼤の障害となっている

(n=1,273)

後継者(候補)あり
親族外・その他

後継者(候補)あり
親族内

後継者はいないが
事業は継続したい

(n=398)

(n=681)

(n=532)

(n=137)

(n=196)

※複数回答
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⾃社株の評価額の⾼さ

従業員との関係構築

後継者教育

借⼊⾦・債務保証の引継ぎ

取引先との関係維持

後継者の探索・確保

後継者教育

借⼊⾦・債務保証の引継ぎ

後継者への株式移転

事業承継税制や相続時精算
課税制度等が使えない

相続税・贈与税の納税資⾦の確保

株式を移転する決断がつかない

相続税・贈与税の納税資⾦の確保

株式買取資⾦の確保

事業承継税制や相続時精算
課税制度等が使えない

【後継者への株式移転時の障害】【事業承継時の障害・課題】※複数回答
上位3つまで

42.5%

35.2%

25.6%

24.9%

○ 事業承継の障害・課題
２．中⼩企業における事業承継の実態（⽇商「事業承継に関する実態アンケート」）



創業者 24.8%

19.4%

11.3%

8.1%

28.5%

18.2%

15.6%

14.8%

15.9%

13.6%

11.6%

11.2%

14.0%

22.3%

23.3%

21.9%

8.9%

9.9%

11.8%

13.0%

3.7%

8.3%

11.4%

11.6%

4.2%

8.2%

15.0%

19.5%

【”従業員規模別”⾃社株評価額】

(n=220)

(n=262)

100⼈超

51~100⼈

21~50⼈

25.2%

6.8%

5.3%

2.3%

27.6%

13.8%

4.6%

4.1%

14.9%

14.6%

9.9%

3.6%

19.7%

29.9%

20.2%

12.3%

6.3%

14.2%

21.0%

11.4%

2.7%

12.1%

18.3%

16.8%

3.6%

8.7%

20.6%

49.5%

○ 従業員数20名以下であっても、３割超の企業が評価額１億円を超える
○ また、代表者が4代⽬以降の⽼舗企業では、株価１億円超の割合が66%に上る

(n=214)

“株価１億円超”計66.0%

(n=587)

(n=559)

(n=447)

(n=854)

(n=472)
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１千万円以下 １千万円超５千万円以下 ５千万円超１億円以下

１億円超３億円以下 ３億円超５億円以下 ５億円超10億円以下

10億円超

１千万円以下 １千万円超５千万円以下 ５千万円超１億円以下

１億円超３億円以下 ３億円超５億円以下 ５億円超10億円以下

10億円超

【”現代表者が何代⽬か別”⾃社株評価額】

~20⼈

２代⽬

３代⽬

４代⽬以降

“株価１億円超”計32.3%

○ ⾃社株式の評価額
２．中⼩企業における事業承継の実態（⽇商「事業承継に関する実態アンケート」）



○ 事業承継税制の活⽤が想定される株価１億円超の企業は、地域の雇⽤創出に貢献
約９割が新たな取り組みを実施し、DX・AI活⽤や⼯場新設等の投資意欲も旺盛

○ さらに、地域貢献活動に取り組む企業も８割を超える

【取り組みの内容】

(n=435)

(n=320)

(n=436)

(n=365)

【直近5年間の新しい取り組み】

(n=287)

※複数回答
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地域貢献に取り組んでいる
83.7%

取り組んでいない・わからない
16.3%

新しい取り組みを実施した
89.7%

実施して
いない
10.3%

51~100⼈
23.0% 21~50⼈

28.0%

６~20⼈
19.5%

０~５⼈
7.4%

100⼈超
22.1%

地域の祭りや⾏事等の運営に協⼒

商⼯会議所等の役職への就任※1

地⽅⾃治体・関連団体の委員会委員等への就任

地域の消防・防災に協⼒

地域の美化に協⼒

地域のスポーツ振興に協⼒

地域の教育に協⼒

その他活動に取り組んでいる

【従業員数の分布】 【地域貢献への取り組み状況】

74.8%

65.8%

39.5%

38.6%

36.2%

32.6%

32.3%

23.3%

【地域貢献の具体的内容】

※複数回答

※1︓商⼯会議所等の役職者として、商⼯会議所等を代表して⾏政等に
地域の中⼩企業の実態を伝えるなどの地域貢献を⾏っている

計45.1%

○ 株価１億円超の企業の属性 （代表者年齢60歳以上、後継者(候補)あり）
３．事業承継税制と中⼩企業の成⻑（⽇商「事業承継に関する実態アンケート」）

DX・AIの活⽤

国内新規顧客の発掘・販売促進

新商品・新サービス開発

⼯場新設や新規設備の導⼊

47.7%

46.0%

41.8%

38.7%

（回答の多い上位４つ）



猶予取消のリスクがある

○ 評価額が１億円を超える場合、事業承継税制特例措置を適⽤・検討している企業は約３割
○ 「猶予取消のリスク」や「提出書類や⼿続き」が制度上の障壁となっている

【事業承継税制の利⽤・検討状況】

評
価
額
１
億
円
超

【事業承継税制を利⽤するうえでの制度上の障壁】

(n=314) (n=219)

※複数回答上位３つまで

検討したが利⽤せず
16.9%

廃業or譲渡予定
1.9%計画提出検討中

11.8%
贈与税

納税猶予中
1.9%

計画提出済
未猶予
11.5%

相続税
納税猶予中
5.1%

税制を知らない
19.1%

税制を知っているが
利⽤しない
31.8%

適⽤期限までに承継できない

提出書類や⼿続きが煩雑

制度についてわからないことがある

先代経営者の要件に合致しない
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39.7%

26.9%

25.1%

11.4%

10.5%適⽤または検討している
計“30.3%”

○ 事業承継税制特例措置の利⽤・検討状況（代表者60歳以上、親族内に後継者(候補)あり）

 猶予期間が⾮常に⻑く、猶予取消のリスクを考えると、前向きに考えられない。
 提出書類が多く、専⾨家の⽀援なしに⼿続きできない。
適⽤後、⻑期間にわたって報告が必要なため、専⾨家の⼿数料も⾼額になる。

中⼩企業からの声

 事業承継税制は制度が複雑なうえに、⻑期間の⽀援が必要なことから、⼩規模な事務所
では対応に限界がある。

税理⼠からの声

３．事業承継税制と中⼩企業の成⻑（⽇商「事業承継に関する実態アンケート」）



【"代表在任期間別"就任当時と⽐較した従業員数の増減】【“代表在任期間別”就任当時と⽐較した売上⾼の増減】

○ 事業承継直後よりも、６年⽬以降の⽅が、事業規模が拡⼤した企業の割合は⾼い
○ まずは社内体制の安定を図り、その効果が表れるには⼀定の時間を要すると推察される

8○ 現代表就任当時と⽐較した売上⾼・従業員数の増減（２代⽬以降の代表者）

減少増加 横ばい

21〜30年

11〜20年

6〜10年

〜5年 11.7%47.7%40.5%

17.4%24.3%58.4%

26.4%18.9%54.7%

26.8%14.6%58.6%

(n=678)

(n=461)

(n=555)

(n=425)
21〜30年

11〜20年

6〜10年

〜5年 37.3%38.8%23.9%

46.2%23.1%30.7%

45.1%14.5%40.4%

47.5%9.7%42.8%

(n=678)

(n=463)

(n=557)

(n=423)

減少増加 横ばい

 社⻑就任当時は、先代とともに会社を⽀えてきた従業員の⾼齢化が課題だった。
⻑期的な視点で、新規採⽤の強化や賃上げによる待遇改善を⾏った結果、５年ほどで社内
の体制が安定。それ以降、業績も好転し、毎年賃上げを実施できるようになった。

中⼩企業からの声

３．事業承継税制と中⼩企業の成⻑（⽇商「事業承継に関する実態アンケート」）




